早期経営改善計画策定支援に係る契約書
経営改善支援センター事業における利用申請者である委任者(甲)と認定支援機関である受任者(乙)は、次のとおり早期経営改善計画策定支援に係る契約を締結した。
[要項]
	1 
	委任者(甲)
	

	2 
	受任者(乙)
	

	3 
	委任業務範囲
	Ⅰ　甲の早期経営改善計画書の作成支援

	4 
	
	Ⅱ　甲の金融機関に対する早期経営改善計画に関するモニタリング支援

	5 
	
	Ⅲ　長崎県経営改善支援センターへの申請、報告業務及びその補助

	6 
	契約期間
	　【計画策定支援業務】
	自:　令和　　年　　月　　日

	7 
	
	
	至:　令和　　年　　月　　日

	8 
	
	　【モニタリング業務】
	自:　令和　　年　　月　　日

	9 
	
	
	至:　令和　　年　　月　　日

	10 
	報酬額
	　【計画策定支援業務】
	金　　　　　　　　　　円(消費税を含む)

	11 
	
	【モニタリング業務】
	金　　　　　　　　　　円(消費税を含む)

	12 
	
	【　計　】
	金　　　　　　　　　　円(消費税を含む)

	13 
	支払条件
	支払時期
	　【計画策定支援業務】　早期経営改善計画策定後

	14 
	
	
	　【モニタリング業務】　モニタリング実施後

	
	
	指定口座
	　銀行／　　支店　　　預金

	
	
	
	口座番号　№　　　

	
	
	
	名義人　
(フリガナ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)


第1条 (委任業務)
1. 甲は、要項③の委任業務範囲を乙に委嘱し、乙はこれを受嘱した。
2. 委任業務範囲Ⅰには、計画策定に関係する取引金融機関との事前調整、計画提示及びその他付随する業務を含む。
3. 委任業務範囲Ⅱには、モニタリング時に必要な取引金融機関との調整及びその他付随する業務を含む。
4. 委任業務範囲Ⅲには、申請に必要な提出書類の作成及びその他付随する業務を含む。
5. 乙は、長崎県経営改善支援センターより早期経営改善計画業務に関して質問を求められた場合、甲と共同で、
または甲の代わりに速やかに回答しなければならない。
第2条 (契約期間)
1. 要項④のとおりとする。
2. 契約期間満了日までに作業が完了した場合には、当該作業完了日をもって契約終了とする。
3. 契約期間満了日までに作業が完了しなかった場合には、甲乙協議の上延長を決定する。
第3条 (報酬額)
1. 要項⑤の額(消費税を含む)とし、甲が負担する額は、長崎県経営改善支援センターの支援額(報酬額の３分の２)
を控除した額(報酬額の３分の１)とする。
2. 万一、長崎県経営改善支援センターの支援が見込めない場合、または減額された場合は、甲は報酬額について全
額もしくはその差額を乙に支払うものとする。
3. 報酬の額に増減が生じた場合、甲の負担額は、甲乙協議の上決定するものとする。
第4条 (支払条件)
　　　　　 報酬は、要項⑥のとおり甲は早期計画策定支援業務・モニタリング業務の各業務が完了した時点で、乙の指定する口座に振り込むことにより支払う。
第5条 (契約の解除)
1. 甲は、契約期間中であっても、乙が本件業務を実施することが困難であると認めたときは、本契約を解除できる。
但し、乙が要した費用の負担については甲乙協議の上決定するものとする。
2. 乙は、契約期間中であっても本件業務を実施するに当たり甲が必要な資料の提出に非協力であるなど、計画策定
やモニタリングを遂行することが困難であると認めたときは、本契約を解除できる。但し、乙が要した費用の負担については甲乙協議の上決定するものとする。
第6条 (秘密保持)
乙は、本事業の履行に当たって知り得た甲の秘密を正当な理由なく他に漏らし、または窃用してはならない。
第7条 (善管注意義務)
1. 乙は、甲に対して専門知識・経験・技術等を活用し事務処理をする善管注意義務を負う。
2. 乙は甲の委任事務の遂行に当たり、採るべき処理方法が複数存在し、いずれかの方法を選択する必要がある場合、
並びに相対的な判断を行う必要が生じた場合は、甲に説明し承諾を得なければならない。
3. 乙は、要項③に列挙した業務を受託したが、以下の項目に関して責を負わない。
(1) 早期経営改善計画に明示した計数計画の数値
(2) 甲が前項の乙の説明を受け承諾したとき、当該項目につき後に生じる不利益
第8条 (その他)
1. 消費税率について税率の変更があった場合は、その増額分を報酬額に上乗せすることができる。
2. 本契約に定めのない事項並びに本契約の内容につき変更が生じることとなった場合は、甲乙協議の上決定するも
　のとする。
第9条 (管轄裁判所)
本契約について訴訟の必要が生じた場合には、長崎地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とする。
　　上記契約の証として本契約書を２通作成し、甲乙これに記名押印し、各自１通を保持するものとする。
　　　　令和　　年　　月　　日
	　委任者（甲）　　　　　　　　　　
	住　所：

	
	氏　名：　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	
	

	　受任者（乙）
	住　所： 

	
	氏　名：　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


参考例③　（自由書式）


※リーガルチェック・印紙税チェックはしておりません。








